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届出済証明書（ピンクカード）使用上の留意点 

 
申請取次行政書士管理委員会 

 
 
 

1.申請取次制度とは 

申請する外国人の同一人性や申請意思の確認、そして、申請内容に不明な点があれば質問をしたり、

不備な点の補正を指示するなど外国人の入国在留の適正な管理のためにという趣旨のもと、日本に

在留する外国人は、在留資格の変更、在留期間の更新等の申請を行う場合は、原則、自ら地方入国管

理局等に出頭して、申請書類を提出しなければならないとされている。  【 本人出頭の原則 】 

 

申請取次制度は、これらの目的が他の方法で充たされる場合に本人出頭の原則を免除しようとする

もの。 

⇒ 一定の知識を有すると認められる者（申請取次者）に対して申請人等に代わって申請書等の提

出を行うことを認める。＊研修会「考査」で基準到達のこと（Cf.日行連 HPに『設問集』あり） 

2.申請取次行政書士～これまでの経緯～ 

昭和６２年  申請取次制度の採用 

・同年 5 月施行規則一部改正により、企業、学校等の職員や旅行業者で申請取次を

認められた者が在留関係の一部の手続について取次が認められる 

平成元年６月  施行規則一部改正により「申請取次行政書士」の誕生 

・在留資格の変更、在留期間の更新、永住許可申請、再入国許可申請について取

次が認められる 

 その後、施行規則一部改正を経て取次業務範囲拡大 

 

平成１０年９月  施行規則一部改正により、在留諸申請全般について取次が認められる 

 

平成１７年  承認制から現在の届出制へ ＊申請取次弁護士の誕生 

１月３１日   

   行政書士又は申請取次行政書士の不正行為が散見… 

 

平成２０年６月  申請取次行政書士管理委員会が順次各単位会に設けられる 

 
平成２４年  改正入管法施行 

７月９日  施行規則一部改正により、現在の取次業務範囲となる 

3.届出済証明書について…レジュメＰ４参照 

① 有効期限 

届出済証明書発行の日の３年後の当月末日まで。 
（外国籍会員の方は、その者の有する在留期限内に限る。） 

② 更新手続 

・届出済証明書の更新を希望する会員は、所持する届出済証明書の有効期間内に、日行連の「入

管実務研修会」を受講し、修了証の交付を受けること。 
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・更新手続は、 
受  付  証明書の有効期間満了の３か月前から受付可能。 
提出期限  有効期間満了の１か月前までに提出（厳守）… 提出期限間際の申請でなく、 

余裕をもった更新手続を…。 

③ 申請取次実績報告書の提出 

前年の１月～１２月の実績を「申請取次実績報告書」に記載・職印押印の上、毎年１月末日まで

に、本会事務局（担当：申請取次行政書士管理委員会）へ FAX・郵送・持参にて提出。 
 
4.届出済証明書の使用上の留意点等 

 
① 申請取次行政書士の取次業務範囲  参考 入国管理局 HP   http://www.immi-moj.go.jp/ 

(1) 在留資格認定証明書交付申請   (8)  資格外活動許可申請 
(2) 在留資格変更許可申請    (9)  再入国許可申請 
(3) 在留期間更新許可申請    (10) 就労資格証明書交付申請 
(4) 在留資格の変更による永住許可申請   (11) 申請内容の変更申出 
(5) 在留資格取得による永住許可申請   (12) 在留資格抹消の願出  
(6) 在留資格取得許可申請    (13) 証印転記の願出 
(7) (2)~(6)の手続並びに在留特別許可及び難民認定に伴う在留資格に係る許可により交付され

る在留カードの受領 
 
(1) 住居地以外の在留カード記載事項の変更届出  
(2)  在留カードの有効期間更新申請        
(3) 紛失等による在留カードの再交付申請 
(4) 汚損等による在留カードの再交付申請 
(5) 交換希望による在留カードの再交付申請 
(6) (1)~(5)の手続により交付される在留カードの受領 
(7) 在留カード交付申請（在留カードとみなされる外国人登録証明書からの切替え） 
 
(1) 住居地以外の特別永住者証明書記載事項の変更届出 
(2) 特別永住者証明書の有効期間の更新 
(3) 紛失等による特別永住者証明書の再交付申請 
(4) 汚損等による特別永住者証明書の再交付申請 
(5) 交換希望による特別永住者証明書の再交付申請 
(6) (1)~(5)の手続により交付される特別永住者証明書の受領 
(7) 特別永住者証明書交付申請（特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書からの切替

え） 
 

※ 申請手続の間、申請人本人には、「在留カード・外国人登録証明書の両面コピー」を携行させ

る。その際、同コピーの余白には「○○入管への○○申請のため、行政書士（申請取次者）

△△が預かっています」旨の記載及び連絡先（電話番号等）を付記すること。 

※ 不法滞在者の出頭申告、仮放免許可申請、帰化・国籍関係（法務局）などは取次業務の対象
．．．．．．．

外
．
となるので注意。 
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② 取扱官署 

原則、当該外国人の住居地を管轄する地方局、支局、又は出張所。 
(特別永住者証明書に関する手続は、当該特別永住者の居住地（住居地に関する手続は住居地）の

市町村役場) 

入管法施行規則第６条の２第３項に規定する代理人の場合は、同代理人の住居地又は所属機関の

所在地を管轄する地方局、支局、又は出張所。 

③ 申請人本人等の出頭 

原則として本人出頭を免除されるが、申請人本人等の出頭を求められた場合は協力すること。 

④ 取次申請の予約制（東京入国管理局のみ） 

申請取次リストを添えて。 
＊申請取次リストには「届出済証明書番号」を記載。 

⑤ 届出済証明書の再交付 

届出済証明書の記載事項に変更が生じた場合等は、遅滞なく、届出済証明書の再交付願を申し出

ること。（申出の各様式は、本会会員 HP：「手続き案内 No.18」よりダウンロード可能） 

⑥ 本会会長へ提出した「誓約書」の内容 

(ア) 許可を受けさせることを目的として、 

資料の内容が偽りであると知りながら 

提出しないこと。 

(イ) 申請内容に係る虚偽の説明を行わない 

こと。 

(ウ) 申請人又は入管法上の代理人から 

直接依頼を受けることなく、 

第三者を介して依頼を受けた申請を 

取次がないこと。 

(エ) 届出済証明書有効期間内に、 

前各項のいずれかに違背し、 

貴会から申請取次に係る処分を 

受けた場合、その旨を 

地方入国管理局長に通知されること。 

(オ) 届出後、受付拒否事由に該当した場合は、 

直ちに届出済証明書を単位会を通じ 

当該地方入国管理局長に返納すること。 

以上 
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【申請取次行政書士の届出手続】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔必要書類（新規）〕  
 ②③④は本会 HP「各種様式」よりダウンロード可能

①事務研修会修了証（写し 1 通） 
※修了証の有効期間は 1 年間 

②申請取次申出書（1 通） 
③誓約書（1 通） 
④経歴書（1 通）Ａ3 
⑤行政書士証票（写し 1 通） 
⑥写真（2ｃｍ×2ｃｍ）（2 葉） 

＊写真裏面に氏名・行政書士証票登録番号明記 
Cf. 外国籍の方は「在留カード」「特別永住者証明書」 
  の写しも添付して下さい。 
 

本会申請取次管理委員会にて 
届出の審査 

東京入国管理局（横浜支局）へ 
届   出 

東京入国管理局より 
届出済証明書交付（ピンクカード） 

＊本会へ郵送される 

郵送または来会 

本会にて新規届出済者対象の 
届出済証明書交付式及びガイダンス 

（担当：申請取次行政書士管理委員会） 

届出済証明書交付式及びガイダンスの日程につい

ては、新規届出済者へ通知。 
＊欠席する場合は事前に事務局（申請取次管理委員

会担当）へ連絡。翌月以降の届出済証明書交付式

及びガイダンスへ出席することとなる。 

日行連にて 
事務
．．

研修（新規取次者対象）受講 

「月刊日本行政」に年間の下記研修会スケジュールが

掲載される。 
■ 事務研修（新規取次者対象） 
■ 実務研修（更新取次者対象） 
＊受講料 
事務研修（新規）￥30,000 
実務研修（更新）￥15,000 

単位会へ必要書類を提出 

「申請取次実績報告書」に前年（1 月～12 月）の取次実績を記載・職印押印の上、

毎年１月末日迄に FAX・郵送・持参にて本会事務局（申請取次行政書士管理委員

会担当）へ提出（様式は本会 HP：1F 事務局「各種様式」よりダウンロード可能） 
 

申請取次の更新を希望する場合は、 
所持する届出済証明書の有効期間内に… 

日行連にて 
実務
．．

研修（更新取次者対象）受講 

※ 届出済証明書の有効期間は３年間 

（外国籍の方は、その方の有する在留期限まで） 

単位会へ必要書類を提出 

修了証の交付を受ける 
（修了証の有効期間は 1年間） 

（1） 

（2） 

（3） 

（1）（2）（3）を経て 

本会より届出済者へ届出済証明書を交付

（郵送） 

有効期間満了３か月前から受付。有効期間満了 1 か月

前までに（本会宛て必着）下記書類を提出。 

〔必要書類（更新）〕  
 ②③は本会 HP「各種様式」よりダウンロード可能 
①実務研修会修了証（写し 1 通） 
②申請取次申出書（1 通） 
③誓約書（1 通） 
④届出済証明書（写し 1 通） 
⑤行政書士証票（写し 1 通） 
⑥写真（2ｃｍ×2ｃｍ）（2 葉） 
＊写真裏面に氏名・行政書士証票登録番号明記 
⑦返信用封筒 
＊392 円分切手を貼付した長 3 サイズ封筒に、郵便番

号・事務所所在地・事務所名・氏名・登録番号を明記 
Cf. 外国籍の方は「在留カード」「特別永住者証明書」 
  の写しも添付して下さい。 
 

修了証の交付を受ける 
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＜ 2016 年 9 月神奈川会改訂案内 ＞ 


